
【３】補正項目
（単位：千円）

	○
	新労務単価適用等によるインフレスライド条項等の運用
	128,896


	
	国からの要請を踏まえ本府においても平成26年2月から公共工事設計労務単価等（新労務単価）を適用するとともに、賃金又は物価の急激な変動に対処するためインフレスライド条項等を運用する。

	

	
	・防災システム整備事業費
	83,253

	【政策企画部】

	
	老朽化した防災行政無線の再整備工事等
	


	
	・防災行政無線等充実強化事業費
	7,867

	【政策企画部】　

	
	衛星無線による通信の二重化工事等

	


	
	・視覚支援学校整備事業費
	25,971

	【教育委員会】

	
	老朽化した現校舎の建替工事
　<債務負担行為：平成26～27年度　4,193万円>

	


	
	・中之島図書館耐震改修事業費
	11,805

	【教育委員会】

	
	耐震診断の結果に基づき耐震性能を確保するための設計・補強工事
	




	○
	地域の防災拠点等への再生可能エネルギー設備の導入
【再生可能エネルギー等導入推進基金】
	26,010

	【福祉部、健康医療部、環境農林水産部、教育委員会】

	
	「再生可能エネルギー等導入推進基金」を活用し、災害等の非常時に地域の防災拠点となる施設等において、太陽光パネルや蓄電池等の導入を促進する。
（府有施設：9施設）保健所、高等学校等
（市町村施設：6市町11施設）小中学校、庁舎等
	




	○
	有床診療所等へのスプリンクラー等の整備促進
	54,900

	【健康医療部】

	
	国の平成25年度補正予算を活用し、有床診療所・助産所に対して、スプリンクラーや自動火災報知設備等の整備費を補助する。
	











	○
	旧健康科学センタービル改修にかかる基本構想・基本計画の策定
	16,260

	【健康医療部】

	
	府立公衆衛生研究所及び大阪がん循環器病予防センターを旧健康科学センタービルに移転するにあたり、同ビルの改修工事等を行うための基本構想・基本計画を策定する。
	




	○
	民間企業等の活力を用いた雇用拡大・処遇改善
【緊急雇用創出事業臨時特例基金】
	0

	【商工労働部】

	
	「緊急雇用創出基金事業（地域人づくり事業）」の実施状況を踏まえ、基金を有効に活用するため市町村事業費の一部を府事業費に振替えるとともに、次年度の事業費を増額する。
<債務負担行為：平成26～27年度　7億7,312万円>
	




	○
	大阪市立特別支援学校の府への一元化に向けたシステム構築
	47,076

	【教育委員会】

	
	平成28年4月に特別支援学校を府へ一元化するため、現市立学校の行政系ネットワークを府立学校向けに再構築する。《府市連携事業》
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